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家族法制の見直しに関する中間試案の参照条文 

 

 

●民法 

（未成年者の法律行為） 

第５条 未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を得なければならない。

ただし、単に権利を得、又は義務を免れる法律行為については、この限りでない。 

２ 前項の規定に反する法律行為は、取り消すことができる。 

３ 第一項の規定にかかわらず、法定代理人が目的を定めて処分を許した財産は、その目

的の範囲内において、未成年者が自由に処分することができる。目的を定めないで処分

を許した財産を処分するときも、同様とする。 

（夫婦間の契約の取消権） 

第７５４条 夫婦間でした契約は、婚姻中、いつでも、夫婦の一方からこれを取り消すこ

とができる。ただし、第三者の権利を害することはできない。 

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等） 

第７６６条 父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子との

面会及びその他の交流、子の監護に要する費用の分担その他の子の監護について必要な

事項は、その協議で定める。この場合においては、子の利益を最も優先して考慮しなけ

ればならない。 

２ 前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、家庭裁判所が、

同項の事項を定める。 

３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、前二項の規定による定めを変更し、その

他子の監護について相当な処分を命ずることができる。 

４ 前三項の規定によっては、監護の範囲外では、父母の権利義務に変更を生じない。 

（財産分与） 

第７６８条 協議上の離婚をした者の一方は、相手方に対して財産の分与を請求すること

ができる。 

２ 前項の規定による財産の分与について、当事者間に協議が調わないとき、又は協議を

することができないときは、当事者は、家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求す

ることができる。ただし、離婚の時から二年を経過したときは、この限りでない。 

３ 前項の場合には、家庭裁判所は、当事者双方がその協力によって得た財産の額その他

一切の事情を考慮して、分与をさせるべきかどうか並びに分与の額及び方法を定める。 

（未成年者を養子とする縁組） 

第７９８条 未成年者を養子とするには、家庭裁判所の許可を得なければならない。ただ

し、自己又は配偶者の直系卑属を養子とする場合は、この限りでない。 

（離婚又は認知の場合の親権者） 
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第８１９条 父母が協議上の離婚をするときは、その協議で、その一方を親権者と定めな

ければならない。 

２ 裁判上の離婚の場合には、裁判所は、父母の一方を親権者と定める。 

３ 子の出生前に父母が離婚した場合には、親権は、母が行う。ただし、子の出生後に、

父母の協議で、父を親権者と定めることができる。 

４ 父が認知した子に対する親権は、父母の協議で父を親権者と定めたときに限り、父が

行う。 

５ 第一項、第三項又は前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないとき

は、家庭裁判所は、父又は母の請求によって、協議に代わる審判をすることができる。 

６ 子の利益のため必要があると認めるときは、家庭裁判所は、子の親族の請求によっ

て、親権者を他の一方に変更することができる。 

（監護及び教育の権利義務） 

第８２０条 親権を行う者は、子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し、義

務を負う。 

（居所の指定） 

第８２１条 子は、親権を行う者が指定した場所に、その居所を定めなければならない。 

（懲戒） 

第８２２条 親権を行う者は、第八百二十条の規定による監護及び教育に必要な範囲内で

その子を懲戒することができる。 

  （※） 民法（親子法制）等の改正に関する要綱（令和４年２月法制審議会決定）で

は、民法第８２２条を削除することが提案されており、令和４年１０月、同要綱を

踏まえた民法等の一部を改正する法律案が国会に提出された。 

（職業の許可） 

第８２３条 子は、親権を行う者の許可を得なければ、職業を営むことができない。 

２ 親権を行う者は、第六条第二項の場合には、前項の許可を取り消し、又はこれを制限

することができる。 

（財産の管理及び代表） 

第８２４条 親権を行う者は、子の財産を管理し、かつ、その財産に関する法律行為につ

いてその子を代表する。ただし、その子の行為を目的とする債務を生ずべき場合には、

本人の同意を得なければならない。 

（父母の一方が共同の名義でした行為の効力） 

第８２５条 父母が共同して親権を行う場合において、父母の一方が、共同の名義で、子

に代わって法律行為をし又は子がこれをすることに同意したときは、その行為は、他の

一方の意思に反したときであっても、そのためにその効力を妨げられない。ただし、相

手方が悪意であったときは、この限りでない。 
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●家事事件手続法 

（婚姻等に関する審判事件を本案とする保全処分） 

第１５７条 家庭裁判所（第百五条第二項の場合にあっては、高等裁判所。以下この条及

び次条において同じ。）は、次に掲げる事項についての審判又は調停の申立てがあった

場合において、強制執行を保全し、又は子その他の利害関係人の急迫の危険を防止する

ため必要があるときは、当該申立てをした者の申立てにより、当該事項についての審判

を本案とする仮差押え、仮処分その他の必要な保全処分を命ずることができる。 

一 夫婦間の協力扶助に関する処分 

二 婚姻費用の分担に関する処分 

三 子の監護に関する処分 

四 財産の分与に関する処分 

２ 家庭裁判所は、前項第三号に掲げる事項について仮の地位を定める仮処分（子の監護

に要する費用の分担に関する仮処分を除く。）を命ずる場合には、第百七条の規定によ

り審判を受ける者となるべき者の陳述を聴くほか、子（十五歳以上のものに限る。）の

陳述を聴かなければならない。ただし、子の陳述を聴く手続を経ることにより保全処分

の目的を達することができない事情があるときは、この限りでない。 

 


